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なお、最終講義の標題を「企業 倒産法制を検討す うえでの基本的立場」としまし が、
些か大袈裟な標
















定した理由をご説明いたします。なぜなら、最終講義では、講義をする先生がそれまでの自分の研究成果をまとめたものを語るのが通常であると思うのですが、この講義 そうではありません。また、この最終講義で私は問題提起をし、その問題についての自分の考え方の方向性を示しはしますが、自身の明確な結論を示すことはできません。私 研究歴を示すのは、なぜそ ような中途半端な内容の最終講義を敢えてするのかを、釈明するのに必要だからです。
 
私は、先ほどご紹介いただきましたように、慶應義塾大学法学部を卒業しましたが、三年生のときに石川明













































ますが、規模が小さく、民事法の教員は私一人、経済学や経営学の教員も少数しかいませんでした。あるとき私は、このようなこぢんまりした環境は、他の分野の人達と一つの問題を研究する――カッコよくいえば「学際的研究」ですが――のに適していると考えて、経済学 営 の同僚一人ずつと私の計三名で共同研究をしようと思い立ちました。そして、これら 仲間 共通 関心を持てることはなにかと思案したところ それは企業倒産だろうということになり、企業倒産 研究会を立ち上げました。しかしこの研究会は、数回勉強会を行ったあと、三名の中で一番年長だった私が前任校に転出することになっ ため、消滅し した
 
ただし、その数回の勉強会の中で経済学者である同僚の発言した内容が、法律家の立場からすると意外なも





















うテーマの下で行われました。私も「倒産と再生の法律問題」という標題の個別報告を行いました。前者の公開授業では、中村氏の講演後に、同氏と私の間で経済的に破綻した企業の再建 あり方をめぐってちょっとした議論がなされました。また、法学部開設記念シンポジウム は、パネリストの一人として弁護士の小林信明先生をお招きしました。小林弁護士は、経済的に破綻した多く 企業を再生させたことで著名な です。企業再 の名人ということができ す。パネルディスカッションで小林弁護士は、私が個別報告で企業の再建について述べたことに対して疑義を提起され、小林弁護士と私の間でこれまたちょっとした議論がなされました。これらの公開授業やシンポジウム なさ た議論の内容は、後ほど明らかにしますが いずれについても私は議論さ た内容がその後現在に至るま 気になっています。
 
そこでこの最終講義では、いま申しました前々任校における同僚とのやりとりならびに公開授業およびシン
ポジウムを契機として私が意識し始めた問題をお示しし うえで それ ついての私の現在の認識をお示ししたいと思います。ただ 、先にも申 まし ように、私は、この問題について確固たる考え方を持っているわけではなく、むしろこの最終講義を契機として、この問題に関心を持っていらっしゃる先生方から今後いろろと教えて ただけることを、期待しております。とくに、先ほど述べ ように、経済学者の発言 聴たことや、経営学科の渡部先生が主宰された公開授業 参加したことが、私がこの問題 興味を持つに至った契機になっていることから、法学の先生方だけからではなく、経済学や経営学の先生方から 教えていただくことがあるのではないか 、期待しております。
 







































管理型倒産手続においては、債務者の財産管理処分権が裁判所によって選任された管財人に専属的に帰属することになります。言い換えれば は自身の財産の管理処分権 喪失するのです。それに対して、ＤＩＰ型倒産手続においては、債務者は、裁判所 監督を受けることはあるとしても、自身 財産 理を継続して行うことができます（このことを
debtor in possession といいます。「ＤＩＰ」というのはその略語です）。管理
型倒産手続に属するのは破産と会社更生であり、ＤＩＰ型倒産手続に属するのは民事再生と特別清算
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alternative dispute resolution の略語）とは、民事紛争を裁判によらず、公平な
第三者が関与し、互譲と合意 よって解決する制度です。わが国でもＡＤＲ
が重視されるようになったのにと
もない、二〇〇四年（平成一六年）に裁判外紛争解決手続 利用の促進 関 法律（略称「裁判外紛争解決法」）が制定されました。ただし、この法律は民事紛争一般の裁判外解決に関して規律す ものです。同法の制定後さらに、倒産処理、とくに事業再生 特化し ＡＤＲ機関が創設さ 、経済界において大きな機能をはたしています。そのような機関 して、たとえば、中小企業再生支援協議会、地域 活性化支援機構、事業再生実務家協会があります。 しか 事業再生ＡＤＲについてはこの最終講義では立ち入らないことにします。
 
次に、現行法が再建型優位の原則を採用していることは、以下のことから窺うことができます。まず、破産






















僚が、大略、経済的に破綻した企業は早々に解体して、その財を有効に活用した方が国家・社会全体のために望ましいという趣旨の発言をしました。 これは、 それまで再建型優位の原則に慣れ親しんでいた私にとっては、新鮮な驚きでした。後でお話ししますように、それよりもずっと以前に私の恩師が再建型倒産処理の問題点を指摘されてはいたのですが、この同僚の一言は、忘 かけていた恩師の指摘を思い出させもしました。もっとも、彼の発言を聞 時は、ただ驚いただけでしたが いまは、彼の言ったことは経済学者の間で一般的なのなのか、それとも特異なものなのかを、見極める必要 あったと考えています。ただし、彼の発言を聞い直後に勤務先が変わったため 私 頭からこの問題はしばらく離 ていま 。
しかし、本学に着任した二〇一三年に、先ほどお話しした中村彰利氏を講師に招いて行われた公開授業「Ｊ









権者双方の利益にならないばかりか、国家・社会全体の経済を害 ます。この観点から、民事再生法は再生計画案の認可を、会社更生法は更生計画案の認可を遂行可能性にかから めて す（民再一七四条二項二号、会更一九九条二項三号）。つまり、再建 見込みがた い きは、再建型倒産手続は行われないこと なっているのです。（２）清算価値保障（維持）原則
次に、債権者が清算型倒産手続によった場合に期待できる以上の利益を得られないにもかかわらず、無理に再

















ような経営者が皆無とはいえず、その周囲 人達、たとえば、その企業の被用者、取引先、その企業への融資者は甚大 不利益を被るでしょうから、そのような経営者の出現に対する対策があらかじめ準備されていなければならないのは、当然です。 かし、そ ような不埒な 者は全体から見ればそれほど多くはないと推測されます。（２）債権者の利益を侵害する危険
第二に考えられるのは、再建のために債権者の利益が害さ るのでは いかという問題です。もちろんこの
点については、先に述べたように、現行の再建型倒産手続においても、債権者が不利益を受けることのないような手立て（清算価値保障原則など）や、債権者の意見が 反映されるような手立てが設けられてはいますが、これらによっても債権 の不満を完全に解消 ることは きないでしょう。
倒産手続は一般債権者に僅かの満足しか得させず、最悪の場合連鎖倒産という事態も招きかねません。ただ






くのではないかという問題です。企業の経済的破綻の原因 必ずしも常に経営者の怠慢や気の緩みだけにあるわけではないでしょう。真摯に事業に励んでいる企業が破綻することもあり す。そ ような企業を救済しようとするの 当然 す。しかしそ 、破綻した企業が周囲から援助の手をさし べられて 債務 減額や支払の猶予のもとで事業を継続 ていく状況が 努力と工夫を重ねて必死に事業 行っている他の企業に不公平感を抱かせ、不満の種になることは想像できないこととはいえないでしょう。こ ような企業 不満が経済の調和的発展 阻害要因になら いか、私はこの点を不安に感じます。
先ほど述べたように、第一の問題を引き起こす経営者はそれほど多くないでしょうし、第二の問題に対して












































































































































































































いただきましたのも、 石渡先生の最終講義の中にございましたが、 私が担当します授業を公開授業とした際に、ご多忙にもかかわらず先生がお越し下さったことにあろうかと思います。石渡先生がご着任なさった二〇一三年は、法学部と経済学 に分かれる前の年であり、組織の壁も非常に低く 学科は違い したが同じ学部の先生ということもあって、お誘いした次第です。弁護士でもある中村彰利氏をゲストスピーカーとしてお招きするので、法律をご専門 される先生にお越し頂ければと、今思えば、大変な失礼も顧みず、本学に着任されて早々の時期に、たしかコピー室で 話しさせて頂いたと記憶しております。
 
さて、近年の企業の倒産事例の中には、日本がかつて世界を席巻した電子機器や電子部品のメーカーもいく
つか含まれているように思われます。たとえば、エルピーダメモリは代表的な例の一つだと考えられます。倒産という形には至らないながらも、シャープや東芝といった日本を代表する、世界で 有数のメーカーが業績を悪化させたこと 、「失われ続けて る三十年」の象徴であ か ようで 。
 
ところで、シャープや東芝の時には、「大きすぎて潰せない」という考えが世の中にはありました。過去に




















最終講義にあたりコメントせよとの身に余るお申し出を頂きました。せっかくの機会ですので、これまで先生から頂きました多大な学恩に報いる気持ちで、先生の御講義の内容に沿って、若干 コメントをさせて頂きたいと思います。ただ、このコメントを石渡先生がお聞きになります 、それは誤解だ、あるいは、私が先生のご見解を曲解している、と思われるようなところがあるかも知れません。といいますか、きっとあると思います。その意味で、石渡先生から後ほど、再度ご意見を賜れば幸 でございます。
 














と考えております。すなわち、管理型とは、債務者から、財産管理処 権や事業経営権を剥奪し、それを裁判所が選任する管財人に専属させるというものです。この類型の倒 手続におきましては、倒産処理がもっぱら管財人によって行われ、債務者はまったく関与でき い倒産手続です。このような手続といたしましては 破産手続と会社更生手続がその代表でありま が、民事再生手続においてもそのような形態 ることが きるようになっております（民再六四条以下）。
 
それと対局の位置にありますのが、純粋ＤＩＰ型の倒産手続です。こ 手続 おきましては、倒産手続が開











































































たとえ再建型倒産手続がとられるといたしましても、とくに会社更生手続では、手続開始と同時に、従来の経営者は経営権・財産管理処分権を失います（会更七二条一項）。また、再建型倒産手続にありましては 債権の棚上げと債務の圧縮は不可欠の要素でありますが、債務の圧縮は、債権者の意向を無視して行うことは不可能です。また、事業 再建には、余剰の従業員を解雇することも不可欠でありますが、これには従業員の納得がなければ不可能なことです。したがいまして、再建型倒産手続が実施されることが見込まれるといたしましても、その手続は決して平坦なもので なく、経営者が緊張感のない経営を継続する いうこと 通常考えられないのではないかと思います。
 
さらにいえば、倒産法は、再建型・清算型を問わず、法人の役員の責任を追及する制度を設けておりますの
で（破一七七条以下、民再一四二条以下、会更九九条以下）、経営者は倒産したら、常に損害賠償責任を追及される可能性があります。こ 意味でも、経営者が緊張感を欠いた事業経営を というこ 通常考えられないこと はないかと思います。
 
（２）第二の、債権者の利益の侵害ということでございますが、現行法上、再建型手続を行うにあたりまし



















を下回る現象をいいますが、その担保割れした目的物に見合う額まで被担保債権を減額して担保権を消滅させるよう交渉（これ 別除権協定といいます）する めの時間を与えることを目的とする制度であり、相当の期間を定めて命じられます（民再三一条一項）。こ は、担保権そのものを消滅させるものではありません。たとえば、債務者が一〇〇〇万円を借りて、その担保として 債務者の一〇〇〇万円の価値のあ 土地に抵当権を設定していたとします。ところが、債務者に民事再生手続が開始したときには、その土地の実勢価格は五〇〇万円にまで下落していたとします。このような場合に用いられるのが担保権実行中止命令です。こ
の場合、






















続では、清算価値保障原則がとられていますから、清算型手続に比ベて、債権者はより有利な弁済が認められることが前提になります。さらに、債務者企業が再建されたあかつきには、それらの債権者は、再びその債務者との取引を続行することができ、これによって、債権カットされた以上の利益を得る可能性も出てくるかもしれません。その意味では、再建型倒産手続 おい は、債権者は、不満はあれど 清算型手続におけるよりも、より有利な地位に置かれているということを認識すべきではないでしょうか。
 
それに対して、倒産者に対する債権者といった直接の利害関係を持たない同業他社の不満もあろうかと思い












倒産手続優先の原則をとることには合理性があると考えております。もし再建型倒産手続によることが不合理であるならば、債権者集会で再生計画 決議されないでしょうし、仮に決議されたとしましても、裁判所の認可決定は得られないでしょう。さらには、牽連破産という制度もあり 倒産法制度上、何が何でも再建型倒産手続によって処理し ければならない、というような構成にはなってお ません。そういった意味 、債権者の権利は最低限保護さ て ると考えるべきで ないでしょうか。
 
ただ、冒頭に申しましたように、以上のコメントが先生のご報告についての誤解の上に成り立っているので
はないか、先生のご見解を曲解し い のではないか、という思い 払拭しきれないでおりますので、その点ご指摘頂ければ幸いに存じます。
 























いて勉強してきたわけではありません。ですから、倒産 にとくに力を入れて研究している学者や、倒産処理、とくに大企業のそれにかかわっている実務家の意識というか考え方を明確に知っ いるわけではありません。しかし、大企業の倒産は社会的な影響が非常に大きいこ を考えます 、これらの人達の間にも、それを避けようとする傾向、つまり、「大きすぎて潰せない」という意識があるのではないかと、推測 た ます。
 














ける私への批判は鋭いものです。私がこの講義でお話ししたこ の中に 、先生 ご指摘に応じて検討しなおさなければならないかなと、思われる事項 いくつかあります。し し 他方、ご指摘は として真摯にお受けするとして、お話ししたことをとくに変える とは いだろうと、今のところ思われる事項もあります。
 
いずれにしても、先に申しましたように、この最終講義では、自分の研究の集大成ではなく、これからなお
勉強していきたい問題
をテーマとして選んだものですから――不十分な講義をしたことの弁解をしているつ
もりではありませんが―― いただい ご批判やご指摘を忘れず、勉強を続けていく所存です。
 
 
